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地球温暖化防止行動計画の改定について 
 
１ 現行計画策定後の取組の総括 
・区域全体では温室効果ガス排出量は順調に削減 
・再エネ導入率も順調に上昇 
・市役所の取組としては、温室効果ガス排出量は目標に達していない。 

【主なまちの状態指標の評価】 
 現行計画策定時 現行計画見直し時 最新年度 目指す方向 評価 

市域全体の CO２排出量 345 万 t-CO2 
（2014 年度） 

315 万 t-CO2 
（2018 年度） 

266 万 t-CO2 
（2021 年度） ↓ ○ 

再エネ導入率 23% 
（2015 年度） 

27％ 
（2020 年度） 

28.6% 
（2023 年度） ↑ ○ 

市役所の CO２排出量 6.7 万ｔ 
（2013 年度） 

4.3 万ｔ 
（2020 年度） 

6.0 万ｔ 
（2023 年度） ↓ △※ 

※直線回帰の削減に達していない。理由は、暑熱対策でのエアコンの増設と感染対策による運用の非効率化、 
新設施設の稼働、廃棄物発電設備の計画停止などにより、エネルギー使用量が増加したことが主な要因。 

 
２ 中間見直し後の社会環境や情勢の変化 
・グローバルでのカーボンニュートラルの主流化 
・国の温暖化対策実行計画、エネルギー基本計画、ＧＸ2040 ビジョンの閣議決定。 

→ 脱炭素分野の新たな市場創出・産業競争力強化／地域脱炭素の推進 
・９総の柱として位置づけ 

→ カーボンニュートラルを念頭に置いた施策実施や、分野横断で推進する体制を構築 
 
【参考】改定版脱炭素ロードマップ（作成中） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 計画改定の概要（ポイント） 
（１）計画の構成 
   理解しやすい計画とするため、以下の通り計画の構成を変更 

【現行】                    【改定後】 
   環境基本計画 
   温対計画（区域施策、事務事業、適応） 
    【別冊】事務事業編計画 
    【別冊】気候変動適応計画 
 
（２）脱炭素シナリオの作成 
   AIM モデルに、豊田市の地域特性を加味し、豊田市の脱炭素シナリオを作成 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）温室効果ガス排出削減目標 

 区域施策  事務事業 
2030 年度 ５０％ ５５％ 
2035 年度 ６３％ ６６％ 

   ※IPCC への整合を目指すため、各年度で定めた温室効果ガス排出割合を下回ることを目標とする。 
 
（４）再エネ導入目標  

2030 年度  ＋７０MW（再エネ率換算３１％） 
2035 年度 ＋１１０MW（再エネ率換算３３％） 

 
（５）強化する施策の内容 

再生可能エネルギーの
利用促進 

・スマートハウス普及支援  【拡充】 
・太陽光発電設備の導入支援 【拡充】 
・地域共生型再エネの普及に向けた仕組みの検討 【新規】 

新たなエネルギーや技
術の普及促進 

・水素社会の実現に向けた戦略を策定、具体的な支援 【新規】 
・ペロブスカイト等、次世代型太陽光電池の率先導入、普及に向けた啓発の実施 【新規】 

様々な分野の事業連携
による脱炭素化の促進 

・脱炭素の取組推進による産業や交通における価値向上の取組を強化 【拡充】 
・脱炭素に取り組む主体が連携して行動できる仕組みの検討 【新規】 

気候変動への適応 ・激甚化・頻発化する自然災害への適応【新規・拡充】 
・健康リスクの低減（熱中症対策）【新規・拡充】 

 

環境基本計画 
温対計画（区域施策、事務事業） 

 
気候変動適応計画 

【エネルギー消費量】 
・電力は、約 6 割（省エネで減、電化で増） 
・電化出来ない分野は、合成燃料、バイオ燃料、

水素に転換。0.5％程度は化石燃料が残る想定 

【2050 年の姿】 

図 2050 年のエネルギー消費量（見通し） 

【温室効果ガス排出量】 
・電力、水素、合成・バイオ燃料は排出量ゼロ 
・化石燃料の使用等、残る温室効果ガスは 

森林吸収、CCUS 等で吸収・回収 

資料３ 


